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平成 23 年８月８日 
各 位 

会 社 名 株式会社 塩見ホールディングス 
代表者名 代表取締役社長 塩見 信孝 
（コード番号2414・大証２部） 
問合せ先 取締役財務部長 杉西 康広 
Ｔ Ｅ Ｌ 082-568-8128 

 
 

（訂正）「平成 23 年３月期決算短信[日本基準]（連結）」の一部訂正について 
 

当社は、平成 23 年３月期有価証券報告書の訂正報告書を、平成 23 年８月５日付で中国財務局に提出

したことに伴い、平成 23 年５月 20 日に開示いたしました「平成 23 年３月期決算短信[日本基準]（連結）

を、下記のとおり訂正いたします。 
 

記 
 
１．訂正箇所 

１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２頁 

（４）事業等のリスク 

①継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象又は状況について ・・・・・ ４頁 

⑦前期の連結財務諸表修正の可能性について ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５頁 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５頁 

３．経営方針 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 ・・・・・・・・・・・・・・・ ７頁 

４．連結財務諸表 

（５）継続企業の前提に関する注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 頁 

 
２．訂正内容 
訂正箇所は  （下線）を付して表示しております。 
１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 
《訂正前》 

〈前略〉 
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その結果、当連結会計年度におきましては、売上高は388百万円（前年同期比63.9％減）、営業損失は508百
万円（前年同期は312百万円の営業損失）、経常損失は887百万円（前年同期は1,353百万円の経常損失）、当期

純利益は2,073百万円（前年同期は3,161百万円の当期純損失）となり、債務超過の状態は解消いたしました。 
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

〈後略〉 

 
《訂正後》 

〈前略〉 

その結果、当連結会計年度におきましては、売上高は388百万円（前年同期比63.9％減）、営業損失は508百
万円（前年同期は312百万円の営業損失）、経常損失は887百万円（前年同期は1,353百万円の経常損失）、当期

純利益は2,073百万円（前年同期は3,161百万円の当期純損失）となり、債務超過の状態は解消いたしました。

ただし、「（４）事業等のリスク ⑦前期の連結財務諸表修正の可能性について」にて記載のとおり、平成22
年３月期の連結財務諸表を修正した場合は、平成23年３月期末日において債務超過の状態を解消できないこと

となります。 
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

〈後略〉 

 

（４）事業等のリスク 

①継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象又は状況について  
（訂正前） 

当社グループは、当連結会計年度において2,073百万円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしま

したが、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年

度においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、資金調達

面についても、当社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９月以降、

金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 
〈後略〉 

 

（訂正後） 
当社グループは、当連結会計年度において2,073百万円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしま

したが、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年

度においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。ただし、「（４）

事業等のリスク ⑦前期の連結財務諸表修正の可能性について」にて記載のとおり、平成22年３月期の連結財

務諸表を修正した場合は、平成23年３月期末日において債務超過の状態を解消できないこととなります。また、

資金調達面についても、当社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９

月以降、金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 
〈後略〉 

 

⑦前期の連結財務諸表修正の可能性について 
（訂正前） 

記載なし 
 

（訂正後） 
〈追加〉 

当社は、平成22年３月期において株式会社アジリティコーポレーションを実質支配基準により連結子会社化

し、同期末日をみなし取得日として、同社を連結した際に生じた「投資消去差額」については、当社の連結子

会社である株式会社塩見ファクターにおいて、株式会社アジリティコーポレーションに対する貸付債権に対し

てもともと設定してあった「貸倒引当金」勘定と相殺処理を行っておりましたが、決算短信開示後の平成22
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年５月21日付で当社の一時会計監査人に就任したやよい監査法人から、『連結財務諸表の作成過程で連結対象

会社間の債権債務は相殺消去されるため、株式会社塩見ファクターが株式会社アジリティコーポレーションに

対する貸付債権に設定した「貸倒引当金」勘定は戻し入れ処理されるものの、当該「投資消去差額」について

は、連結財務諸表規則第28条５項に基づき、「のれん」勘定にて資産計上を行うべきである』との指導があり、

当該「投資消去差額」を「のれん」として計上（以下「本会計処理」という）いたしました。 
その後、平成23年６月１日付で日本公認会計士協会が、品質管理のシステムに重要な瑕疵があることを主た

る理由として、やよい監査法人（平成23年３月１日付で当社会計監査人を辞任）の公開企業監査の準登録を取

り消し、更に、一時会計監査人（当時）であった公認会計士笠井隆司氏及び公認会計士小林憲司氏（やよい監

査法人の後任の会計監査人）を呼び出して、本会計処理を含め慎重に監査するように要請したことにより、当

該会計監査人からもその適否についての疑義が生じ、本会計処理を含め慎重に監査させて欲しいと要請を受け

ることとなりました。 
当社は、会計監査人等との間で本会計処理の適否について協議しておりますが、本日現在においては適否の

結論を出すには至っておらず、その結果によっては、平成23年３月期の連結財務諸表を修正する可能性があり

ます。 
また、本会計処理の連結財務諸表に与える影響額は1,500,723千円であるため、平成22年３月期の連結財務

諸表を修正した場合、平成23年３月期末日において債務超過の状態となることから、大阪証券取引所の上場廃

止基準への抵触により上場廃止となる可能性があり、当社の株価及び流動性に重要な疑義が生ずる恐れがあり

ます。 
 
（５）継続企業の前提に関する重要事象等 
《訂正前》 

当社グループは、当連結会計年度において2,073百万円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしま

したが、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年

度においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、資金調達

面についても、当社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９月以降、

金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 
これらの状況により、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しておりま

す。 
当社グループは、これらの状況を解消するために、前々連結会計年度より子会社株式の売却、不採算会社の

規模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さらに

金融機関への支援要請、第三者割当増資と新株予約権による資金調達を行うことにより、財務体質の改善と経

営の安定化を図ってまいりました。この結果、当連結会計年度において債務超過の解消をいたしました。 
〈後略〉 

 

《訂正後》 

当社グループは、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当

連結会計年度においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、

資金調達面についても、当社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９

月以降、金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 
これらの状況により、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しておりま

す。 
当社グループは、これらの状況を解消するために、前々連結会計年度より子会社株式の売却、不採算会社の

規模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さらに

金融機関への支援要請、第三者割当増資と新株予約権による資金調達を行うことにより、財務体質の改善と経

営の安定化を図ってまいりました。 
〈後略〉 
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３．経営方針 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 
《訂正前》 

当社グループは、平成20年10月以降、「①市場環境の変化に対応できる組織編成、②当社の建設ノウハウが

活用できる事業会社への経営資源の戦略的シフト」の基本方針に基づき、子会社株式の売却、不採算会社の規

模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却、並びに金融機関等への支援要請及

び増資等による資本増強によって、財務体質の改善と経営資源の効率化を推し進めてまいりました。 
この結果、当連結会計年度において、喫緊の課題であった債務超過の解消を達成いたしました。 
今後につきましては、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと考えられますが、安定的

に成長し続けるために、営業損益の黒字化を目標として、①財務体質の更なる改善と、②収益の柱となる新規

事業の構築に取り組んでまいります。 
〈後略〉 

 

《訂正後》 

当社グループは、平成20年10月以降、「①市場環境の変化に対応できる組織編成、②当社の建設ノウハウが

活用できる事業会社への経営資源の戦略的シフト」の基本方針に基づき、子会社株式の売却、不採算会社の規

模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却、並びに金融機関等への支援要請及

び増資等による資本増強によって、財務体質の改善と経営資源の効率化を推し進めてまいりました。 
この結果、当連結会計年度において、喫緊の課題であった債務超過の解消を達成いたしました。ただし、「（４）

事業等のリスク ⑦前期の連結財務諸表修正の可能性について」にて記載のとおり、平成22年３月期の連結財

務諸表を修正した場合は、平成23年３月期末日において債務超過の状態を解消できないこととなります。 
今後につきましては、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと考えられますが、安定的

に成長し続けるために、営業損益の黒字化を目標として、①財務体質の更なる改善と、②収益の柱となる新規

事業の構築に取り組んでまいります。 
〈後略〉 

 
４．連結財務諸表 

（５）継続企業の前提に関する注記 
当連結会計年度（自 平成22年４月１日至 平成23年３月31日） 

《訂正前》 

当社グループは、当連結会計年度において2,073百万円の純利益を計上し、債務超過の状態を解消いたしま

したが、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当連結会計年

度においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、資金調達

面についても、当社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９月以降、

金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 
これらの状況により、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しておりま

す。 
当社グループは、これらの状況を解消するために、前々連結会計年度より子会社株式の売却、不採算会社の

規模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さらに

金融機関への支援要請、第三者割当増資と新株予約権による資金調達を行うことにより、財務体質の改善と経

営の安定化を図ってまいりました。この結果、当連結会計年度において債務超過の解消をいたしました。 
〈後略〉 

 

《訂正前》 

当社グループは、前連結会計年度において312百万円の営業損失及び1,353百万円の経常損失を計上し、当

連結会計年度においても508百万円の営業損失及び887百万円の経常損失を計上することとなりました。また、
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資金調達面についても、当社グループへの与信の低下により資金調達が困難な状況が続いており、平成20年９

月以降、金融機関への元利金の弁済をほぼ凍結しております。 
これらの状況により、当社グループには、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しておりま

す。 
当社グループは、これらの状況を解消するために、前々連結会計年度より子会社株式の売却、不採算会社の

規模縮小又は事業の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収を行い、さらに

金融機関への支援要請、第三者割当増資と新株予約権による資金調達を行うことにより、財務体質の改善と経

営の安定化を図ってまいりました。 
〈後略〉 

 
以上 


